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SBI ホールディングス株式会社 

SBI インテクストラ株式会社 

日本ユニシス株式会社 

 
 

SBI インテクストラと日本ユニシスが知的財産マネジメントサービスで協業を開始 
～ 事業戦略、研究開発戦略、知的財産戦略の一体化を目指して ～ 

 

 

SBIホールディングス株式会社（本社：東京都港区、代表取締役CEO：北尾 吉孝）子会社のSBIインテクス

トラ株式会社（本社：東京都港区、取締役社長：大津山 秀樹、以下 インテクストラ）と日本ユニシス株式会社

（本社：東京都江東区、代表取締役社長：籾井 勝人、以下 日本ユニシス）は、日本ユニシスが販売代理店

となりインテクストラのASP（注 1）方式による特許戦略ソリューション「StraVision®」（ストラビジョン、以下

StraVision）を本日から販売開始することとし、両社は今後連携して市場拡大に取り組んでいくことに合意し

ました。 
 
インテクストラの持つ知的財産コンサルティングノウハウと日本ユニシスの持つ金融システムソリューションの

導入実績、システムインテグレーションのノウハウや営業力を生かすため、両社は 2005 年 1 月に資本提携し、

「StraVision」の開発や知的財産マネジメント支援に向けての準備を進めてきました。今後、ユーザニーズに合

わせたシステム開発を推進していくと共に、全国規模での営業体制の構築が可能となるなど、両社の連携に

よりさらなる事業の拡大と発展を目指します。また、日本ユニシスは、知的財産マネジメントサービスの第一弾

として、本日より StraVision を提供開始し、今後 5 年間で利用契約数 200 件、売上約 50 億円を目指します。 

 

 
＜StraVision について＞ 
StraVision は、技術提携や研究開発投資の効率化、研究テーマの選定などの有益な情報として特許情報

を提供することで、各企業の事業戦略、研究開発戦略、知的財産戦略の一体化を目指した知的財産マネジ

メントの実現を可能にします。競合他社の保有特許や特許出願傾向を把握するには、通常、特許件数による

比較が行われますが、StraVision では、独自の数値指標モデルを用いて特許の重要度を算出することで、

「数」だけでなく「質」という視点を加味した定量比較を行うことができます。 

 
なお、StraVision の主な特徴は以下のとおりです。  
 
 (1)ASP 方式のサービス提供により、すぐに利用可能 

多額な初期費用を投じてのシステム構築・整備や、ソフトウェアをインストールすることなく、インターネ 
ット環境があればその日から利用可能です。また、インターネットの利用により、遠隔事業所間でも同 
一情報を閲覧・編集（注 2）でき、企業全体で情報共有を図ることができます。ASPセンターでは、データの

バックアップや定期保守、外部からの不正侵入防止対策などの運用体制を確立することで、セキュリティ

面の安全が確保できます。 
 

(2)テキストマイニング技術（注 3）の採用により、特許分類の作業工数を大幅に削減 

膨大な特許情報を言語分析し、特許を特徴付けるキーワードを自動的に抽出します。抽出されたキー

ワードをもとに分類条件を設定することで、特許情報の類似性を自動的に判断して、例えば特許 1000
件当たりに約 2 カ月かかる分類作業を数時間に短縮することもできます。 
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(3)独自モデル「PCI（Patent Competency Index）」指標による、特許の質（重要度）を数値化 

独自の数値指標モデルを導入することで、単に件数による分析では見えてこない、特許の重要度を定

量化（数値化）した他社特許戦略の把握や自社と他社との技術力の比較を行うことができます。 数値

指標モデルによる客観的数値は根拠を説明しやすく、企業全体の共有認識に役立ちます。 
また、数値化に用いた指標基準のテンプレートを作成し利用することで、分析に必要な専門性の高い

技術力を補完できます。 
 

(4)数値指標モデル用にデータ整備した、特許データベースを保有 

国内外の特許情報をもとに、特許の重要度算出に有用な数値情報を、初めてデータベース化しました。

特許の手続き状況を記録した経過情報（出願から審査、登録、消滅に至るまでの情報）を含んでいるた

め、特許ステータスの把握や特許分析を効率化できます。また、経過情報を PCI 指標に取り入れて定

期的に分析することで、特許情報から各企業動向を把握できます。 

 
  (5)検索機能から分析機能を一貫してサポートする精度の高い分析 

独自の「特許データベース」に「検索機能」と「分析機能」を統合し、仮説立案と検証の繰り返しを容易に

した精度の高い分析や、システムによる決められた分析軸ではなく、ユーザによって自由にカスタマイズ

された分析軸を用いるフレキシビリティの高い分析を実現できます。 

 

 

以 上 
 

【ご参考】 

 

◆知的財産マネジメントについて 

近年、知的財産に対する戦略的なマネジメントのニーズが高まっており、企業の技術力を測る特許情報は、

自社や競合他社の競争力を把握するための重要な情報として活用され始めてきました。 
しかし、特許明細書を理解し分類する作業は膨大な工数が掛かるうえ、技術課題や利用分野などの適切な

分類を行うための高い専門性と技術力が必要です。 
また、競合他社との優位性を見出した自社技術の強化戦略立案には、資産としての価値を全社で共通認識

できるように、分類した情報を定量化（数値化）することが有効ですが、数値化の指標基準やデータ整備は難

しく、効果的な数値指標モデルの構築に向けて様々な試みが行われています。 
 

◆日本ユニシス株式会社 http://www.unisys.co.jp/
1958 年 3 月設立。日本ユニシスグループは、グループ各社における専門技術・ノウハウをシームレ

スに連携しています。金融、製造、流通、社会公共など幅広い分野における実績と業種横断的なノ

ウハウを駆使し、経営革新や事業戦略などの上流提案から IT コンサルティング、システム設計・構

築、アウトソーシング、運用・保守サービスまでの一貫した IT サービスを提供することにより、顧

客の価値創造の実現に取り組んでいます。 
 

◆SBIインテクストラ株式会社 http://www.intechstra.com/
2000 年 12 月米国法人 PLX（ピー・エル・エックス）の日本法人として設立。2004 年 4 月ソフトバンク・ファイナ

ンス株式会社（現ソフトバンク・エーエム株式会社）の 100%子会社となり、2005 年 1 月日本ユニシスと資本提

携（出資率 25%）。2005 年 7 月に現在の SBI インテクストラ株式会社に社名変更。国内外を拠点とした知的

財産マネジメントに関わるコンサルティングおよび金融アレンジメントの事業を展開し、大手クライアント企業の

経営企画部門・研究開発部門・知的財産部門の意思決定を支援する企業です。 

 
 
（注 1）ASP（Application Service Provider）： インターネットを経由してアプリケーション機能を提供するサービス、

またはアプリケーション機能のレンタル・サービスを提供する業者。利用者は、アプリケーション・ソフトウェアを

購入、インストールする必要がないため、運用負荷を軽減することができる。 
 

http://www.unisys.co.jp/
http://www.intechstra.com/
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（注 2）編集： 分類および分析データの編集アクセス権限の設定が可能。 
 

（注 3）テキストマイニング技術： 統計解析手法を用いてデータの関係性や意味を見つけ出すテキストデータ分析

手法の総称。「StraVision」では、日本ユニシスが開発した「MiningPro21®文書マイニング･システム」を適用し、

テキストデータから抽出したキーワードを基に、キーワード間の関連度を算出してテキストデータをグルーピン

グ、関連するキーワードの提示機能や、特許データの自動分類機能などを実現した。 
 
 
＊StraVision は、SBI インテクストラ株式会社の登録商標です。 
＊PCI は、SBI インテクストラ株式会社の商標です。 
＊MiningPro21 は、日本ユニシス株式会社の登録商標です。 
＊その他記載の会社名、商品名およびシステム名は、各社の商標または登録商標です。 
 
 
＜商品情報＞ 
◆ 特許戦略ソリューション「StraVision」 URL：http://www.intechstra.com/stravision/index.htm 

URL：http://www.unisys.co.jp/solution/ipm/
 
 
 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
本プレスリリースに関するお問い合わせ先：  
 
＜読者問い合わせ窓口＞ 
◆SBIインテクストラ株式会社 E-mail：info@intechstra.com 
 
◆日本ユニシス株式会社   E-mail：newsrelease-box@unisys.co.jp 

 
 

＜報道関係問い合わせ窓口＞ 
◆SBIホールディングス株式会社 
       コーポレート･コミュニケーション部   
    電話：０３－６２２９－０１２６  

 
◆日本ユニシス株式会社 

広報部 企画室 報道担当 石崎 
電話：０３－５５４６－７４０４   E-mail：i-box@unisys.co.jp 

 
 

http://www.intechstra.com/stravision/index.htm
http://www.unisys.co.jp/solution/ipm/

